
１ 

GIGAスクール構想加速化基金管理運営要領 

 
令和６年１月29日 

文部科学省初等中等教育局長決定 

 
 
第１ 通則 

 公立学校情報機器整備事業費補助金により都道府県に造成された基金（「GIGAスクー

ル構想加速化基金」と呼称し、以下「基金」という。）の管理、運用、取崩し等に係る

事業（以下「基金管理事業」という。）及び基金を活用して行う公立学校における情報

機器等の整備に係る事業（以下「整備事業」という。）については、この要領の定める

ところによるものとする。 

 
第２ 基金管理事業の実施 
（１）基金の造成 

 基金は、都道府県がこれを造成するものとする。 
（２）基金の造成方法 

 基金は、次の事項を条例等において規定するものとする。 
① 基金の設置目的 
② 基金の額 
③ 基金の管理 
④ 運用益の処理 
⑤ 基金の処分 

（３）基金管理事業の実施 

① 基金管理事業の実施計画の策定等 
ア 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、第５（４）において定める事業実施

期限（以下「事業実施期限」という。）までの整備事業に係る計画（以下「整備

事業計画」という。）を策定し、都道府県が別に定める日までに都道府県に報告

するものとする。 
イ 都道府県は、事業実施期限までの整備事業計画を策定するものとする。 
ウ 都道府県は、必要に応じ市町村が策定した整備事業計画及び都道府県が策定し

た整備事業計画について調整を行い、事業実施期限までの基金管理事業に係る計

画（以下「基金管理事業計画」という。）を策定する。 
エ 都道府県は、市町村が整備事業計画を策定するに当たり、あらかじめ市町村ご

との補助金額の上限を提示することができるものとする。 
オ 都道府県は、基金管理事業計画の見直しに伴い、必要に応じて市町村ごとの上

限を見直すことができるものとする。 
② 基金の取崩し 
 都道府県は、基金管理事業計画の範囲内で、都道府県及び市町村が行う整備事業

に必要な経費を必要に応じ基金から取り崩し、支出するものとする。 

 ただし、事業実施期限の翌日以降実施した整備事業に係る経費については、支出

できないものとする。 
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③ 基金管理事業計画の見直し 
 都道府県は、整備事業計画の変更により、必要に応じて基金管理事業計画を見直

すことができるものとする。 
（４）運用益の処理 

 基金の運用によって生じた運用益は、当該基金に繰り入れるものとする。 
（５）基金管理事業の中止 

 都道府県は、基金管理事業を中止し、又は廃止する場合には、文部科学大臣の承認

を受けなければならない。 
（６）基金の処分の制限 

 基金（（４）により繰り入れた運用益を含む。）は、整備事業及び基金管理事業を

実施する場合を除き、これを取り崩してはならないものとする。 
（７）精算 

 精算に当たっては、別に示す様式により、保有額、基金管理事業に係る保管の状況

等必要な事項を文部科学大臣に令和11年６月末までに報告し、その指示を受け、精算

した残余金を国庫に返還しなければならない。 
（８）事業実施状況報告 

 都道府県は、別に示す様式により、毎年度の事業実施状況を翌年度の６月10日まで

に文部科学大臣に報告するとともに、これを公表しなければならない。 
 なお、基金を解散する日の属する年度の事業実施状況報告については、第５（５）

によるものとする。 

 
第３ 整備事業の実施 
（１）整備事業の対象 

 整備事業の内容及び対象経費等は、別添「公立学校情報機器等整備事業」に定める

とおりとする。 
 ただし、他の制度により、現に当該事業の経費の一部を負担し、又は補助している

事業は、整備事業の対象としない。 

（２）整備事業の実施主体 
 整備事業の実施主体は、都道府県、市町村及び民間事業者（情報機器をリース契約

により都道府県または市町村に提供する者） 

（３）共同調達会議 
 都道府県は、都道府県及び域内の市町村が別添の第３（１）に基づき実施する学習

者用コンピュータの共同調達（本項において「共同調達」という。）を円滑に実施さ

せるため、共同調達会議を設置しなければならない。 

 ただし、本要領の策定時点においてすでに存在する会議体に共同調達を円滑に実施

させるための任を追加する場合は、共同調達会議を新たに設置する必要はない。 
（４）市町村又は民間事業者が行う整備事業に係る補助金の申請等 

① 市町村又は民間事業者（以下「市町村等」という。）は、整備事業を実施しよう

とする場合には、都道府県に対し整備事業に係る補助金の申請を都道府県が定める

様式により、都道府県に提出しなければならない。ただし、市町村がリース契約に

より整備する場合は民間事業者と共同で申請すること。 

② 都道府県は、市町村等から整備事業に係る補助金の申請を受けた場合には、審査
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を行い、当該申請内容が適正と認められた場合に、当該市町村等に対し補助金の交

付を決定するものとする。 

③ 都道府県は、②の交付決定に基づき基金を取り崩し、これを一般会計に繰り入れ

た上で、市町村等に対し補助金を交付するものとする。 
（５）整備事業の中止 

① 都道府県は、整備事業を中止し、又は廃止する場合には、文部科学大臣に報告し、

その指示を受けなければならない。 
② 市町村等は、整備事業を中止し、又は廃止する場合には、都道府県に報告し、そ

の指示を受けなければならない。 
③ ②に基づき都道府県が指示する場合は、あらかじめ文部科学大臣の指示を受けな

ければならない。 
（６）事業実施報告 

 整備事業により学習者用コンピュータ等の整備又は更新を行った市町村等は、当該

整備又は更新を行った日の属する翌年度の４月10日までに、整備事業の事業実施報告

を都道府県が定める様式により、都道府県に提出しなければならない。ただし、市町

村がリース契約により整備する場合は民間事業者と共同で提出すること。 

 
第４ 整備事業を実施する場合の条件 

 整備事業を実施する場合には、次の条件が付されるものとする。 
（１）都道府県が整備事業を実施する場合 

 整備事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につい

て証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を整備事業が完了する日（整備事業

の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了

後５年間保管しておかなければならない。 

（２）市町村等が整備事業を実施する場合 

 都道府県は、市町村等が実施する整備事業に対して、この基金を財源の一部として

補助金を交付する場合には、次の条件を付さなければならない。 

① 整備事業計画を変更する場合には都道府県の承認を受けなければならない。 

② 整備事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いて証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を整備事業が完了する日（整備

事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度

の終了後５年間保管しておかなければならない。 

③ 市町村等が①及び②により付した条件に違反した場合には、この補助金の全部ま

たは一部を都道府県に納付させることがある。 
（３）（２）③により市町村等から納付させた場合には、その納付額の全部又は一部を国

庫に納付させることがある。 
 

第５ 基金管理事業及び整備事業の中止・終了等 
（１）文部科学大臣は、次に掲げる場合には、基金管理事業及び整備事業について終了又

は変更を命ずることができるものとする。 
① 都道府県が、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第

179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令
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第255号）、公立学校情報機器整備事業費補助金交付要綱（令和６年１月29日文部

科学大臣決定）若しくはこの要領又はこれらに基づく文部科学大臣の処分若しくは

指示に違反した場合 

② 都道府県が、基金を整備事業又は基金管理事業以外の用途に使用した場合 

③ 都道府県が、基金の運営に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合 

④ その他基金の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合 
（２）文部科学大臣は、（１）の終了又は変更を命じた場合において、期限を付して、基

金から支出した金額に相当する金額について、基金に充当することを命ずることがで

きるものとする。 
（３）（２）の期限内に基金に充当がなされない場合には、文部科学大臣は、未納に係る

額に対して、その未納に係る期間に応じて年利10.95％の割合で計算した延滞金の基

金への充当を併せて命ずるものとする。ただし、（１）④に掲げる場合は除くものと

する。 
（４）整備事業は令和11年３月31日をもって終了とする。 
   また、基金管理事業は同日が到来した時点で終了とし、その時点で基金を解散する

こととする。ただし、同日が到来した時点における整備事業実施分の精算を目的とし

て、必要に応じ、同日の翌日から起算して３か月間を限度に基金管理事業及び整備事

業を延長することができる（この場合は、精算が完了した上で、基金を解散するもの

とする。）。 
（５）基金を解散する場合には、別に示す様式により、解散する時までの基金の保有額、

基金管理事業に係る保管の状況等必要な事項を文部科学大臣に報告し、その指示を受

け、解散する時に有する基金の残余額を国庫に返還しなければならない。 
（６）基金の額が基金管理事業等の実施状況その他の事情に照らして過大であると文部科

学大臣が認め、補助金の全部又は一部に相当する額の返納を命じた場合には、文部科

学大臣が指定する期日までに国庫に返納しなければならない。 

 

第６ その他 
（１）都道府県は、整備事業に係る補助金の申請及び交付決定の事務に係る手続等を定め、

実施するものとする。 

 都道府県は、別添の第４の区分ごとの交付額について、整備事業を実施するに当た

り、この区分を超えて配分の変更をする場合は、文部科学大臣に事前に届け出なけれ

ばならない。ただし、別添の第３（１）と（２）の相互間における増減であって、そ

れぞれの配分額のいずれか低い額の20％以内の軽微な変更を除く。 

 なお、別添の第４の区分「公立学校情報機器等整備事業」から区分「都道府県事務

費」への経費配分の変更は認めない。 

（２）補助金の交付決定後の事情の変更等により、本要領の変更が必要となった場合には、

目的の範囲内で、文部科学大臣が変更することができる。 

（３）都道府県は市町村に当該基金管理事業及び整備事業の趣旨について十分な説明を行

うとともに、市町村との連携を十分に行い、事務処理に遺漏のないよう取り扱われな

ければならない。 
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別添 

 

公立学校情報機器等整備事業 

 
第１ 事業の目的 
 公立学校の学習者用コンピュータ等の情報機器を効率的に整備更新することを目的と

する。 

 
第２ 実施主体 
 実施主体は、都道府県、市町村及び民間事業者(情報機器をリース契約により地方公

共団体に提供する者。） 

 
第３ 事業内容 
（１）公立学校情報機器整備事業 

 以下では、児童生徒が実際に利用することを想定して調達する学習者用コンピュー

タを「学習者用端末」とし、学習者用端末の故障等時に代替機として運用するために

調達する学習者用コンピュータを「予備機」という。 

 各年度において、補助の対象となる学習者用端末の台数の上限は以下の①のとおり

とし、予備機の台数の上限は以下の②のとおりとする（予備機のみ前倒しで整備する

ことはできない。）。 

 ただし、①及び②の計算結果に関わらず、各年度における学習者用端末及び予備機

の調達台数の和は、以下の③を超えることはできないものとする。 

①学習者用端末の台数の上限： 

 

－ 

 

②予備機の台数の上限： 

 

×0.15 － 

 

③学習者用端末及び予備機の調達台数の和の上限： 

 

×1.15 － 

 

当該年度の児童生徒数 

（５月１日現在） 

基金により整備済みの 

学習者用端末の総台数 

当該年度に調達する 

学習者用端末の台数 

＋ 

基金により整備済みの 

学習者用端末の総台数 

基金により整備済みの 

予備機の総台数 

当該年度の児童生徒数 

（５月１日現在） 

基金により整備済みの 

学習者用端末及び 

予備機の総台数 
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（１－１）公立学校情報機器購入事業 
① 実施者 
 都道府県又は市町村 

② 対象 
 公立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校前期課程、特別支援学校

小学部及び中学部 

③ 対象経費 
 学習者用コンピュータの整備又は更新に要する経費（情報機器の運搬費、情報

機器の設置・据え付け費を含む。） 

④ 補助基準額・補助率 
 補助基準額 １台当たり55,000円 

 （別表に掲げる地域については、同表に掲げる率を乗じた額を上限とする。） 
 補助率 国：2/3、実施者：1/3 

⑤ 補助要件 
・都道府県及び市町村は、都道府県が第３（３）に基づき共同調達会議を設置す

る際に当該会議に参加すること。 

・都道府県及び市町村が本事業により学習者用コンピュータの整備又は更新を行

うに当たっては、共同調達会議が取りまとめる共同調達によりこれらを行うこ

と。ただし、別に定める場合はこの限りではない。 

・補助の対象となる端末は、別に定める端末の最低スペック基準を満たすこと。 

・実施者は、調達を行う年度の５月１日現在の教員数分の指導者用端末を整備す

ること。 

・実施者は、児童生徒が利用する端末を対象としたWebフィルタリング機能（違

法・有害情報との接触を防ぎ、安心・安全なインターネット利用を補助する機

能）を備えること。 

・実施者は、別に定める計画の策定要領に従い、端末の日常的な利活用に係る計

画等を策定し、公表すること。 

 
（１－２）公立学校情報機器リース事業 

① 実施者 
 都道府県及び民間事業者又は市町村及び民間事業者 

② 対象 
 公立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校前期課程、特別支援学校

小学部及び中学部 

③ 対象経費 
 学習者用コンピュータの整備又は更新に要する経費（情報機器の運搬費、情報

機器の設置・据え付け費を含む） 

④ 補助基準額・補助率 
 補助基準額 １台当たり55,000円 

 （別表に掲げる地域については、同表に掲げる率を乗じた額を上限とする。） 

 補助率 国：次の計算式に基づく定額、都道府県又は市町村：1/3 

補助基準額×整備台数×2/3と契約単価（補助対象となる端末本体等
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相当額）×整備台数×2/3のいずれか低い額 

※当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費

税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税

額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25

年法律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金

額の合計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金

額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）が生じる場

合は相当する額を減額する。 

⑤ 補助要件 
・都道府県及び市町村は、都道府県が第３（３）に基づき共同調達会議を設置す

る際に当該会議に参加すること。 

・都道府県及び市町村が本事業により学習者用コンピュータの整備又は更新を行

うに当たっては、共同調達会議が取りまとめる共同調達によりこれらを行うこ

と。ただし、別に定める場合はこの限りではない。 

・補助の対象となる端末は、別に定める端末の最低スペック基準を満たすこと。 

・都道府県及び市町村は、調達を行う年度の５月１日現在の教員数分の指導者用

端末を整備すること。 

・都道府県及び市町村は、児童生徒が利用する端末を対象としたWebフィルタリ

ング機能（違法・有害情報との接触を防ぎ、安心・安全なインターネット利用

を補助する機能）を備えること。 

・都道府県及び市町村は、別に定める計画の策定要領に従い、端末の日常的な利

活用に係る計画等を策定し、公表すること。 

 

（２）公立学校入出力支援装置購入事業 

① 実施者 

 都道府県又は市町村 

② 対象 

 公立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校、高等学校、特別支援学校

に在籍する支援装置が必要な児童生徒 

③ 対象経費 

 障害により情報機器の入出力自体に困難を抱えた児童生徒のための支援装置の更

新等に要する経費（情報機器の運搬費、情報機器の設置・据え付け費を含む） 

④ 補助基準額・補助率 

 補助基準額 定額補助、下限額10,000円 

 ※別に定める「入出力支援装置の補助対象の目安」を参考とすること。 

 補助率 国：10/10 

 

（３）都道府県事務費 

① 実施者 

 都道府県 

② 対象 
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 公立学校情報機器整備事業費補助金により都道府県に造成された基金（都道府県

が設置する既存の基金に積立て、区分経理する場合を含む。）に関する都道府県に

おける事務処理に要する経費（共同調達事務に係る経費を含む。） 

③ 対象経費 
 報酬、職員手当（時間外勤務手当に限る）、共済費（報酬に係る社会保険料）、

報償費、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、食糧費（会議等における茶代に限る）、

印刷製本費及び光熱水費）、役務費（通信運搬費、手数料）、委託料、使用料及び

賃借料 

④ 補助率：定額 

 
第４ 事業区分 

区 分 事業内容 

公立学校情報機器等整備事業 第３（１－１）公立学校情報機器購入事業 

第３（１－２）公立学校情報機器リース事業 

第３（２）公立学校入出力支援装置購入事業 

都道府県事務費 第３（３）都道府県事務費 
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別表 

特別加算の対象地域 特別加算率 

へき地教育振興法施行規則（昭和３４年文部省令第２１号）第

３条第１項に基づく１級から５級のへき地学校 
１０２／１００ 

離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条の規定に基づき

指定された離島振興対策実施地域に所在する場合 
１０２／１００ 

奄美郡島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８９条）第

１条に規定する区域に所在する場合 
１０２／１００ 

小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９条）第

２条に規定する区域に所在する場合 
１０２／１００ 

沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第３条第１号

に規定する区域に所在する場合 
１０２／１００ 

※重複して該当する場合は、重複して特別加算を加えられない。 

 


